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IBM ビッグデータ & アナリティクス 

 

IBM ビッグデータ & アナリティクスのプラクティスはマネジメント・

コンサルティングの専門知識をアナリティクスのサイエンスと統合す

ることによって、先進的な組織がビジネスを成功に導くためのサポー

トを提供します。IBM はお客様にほぼすべてのビジネス上の意思決

定とプロセスにインテリジェンスを組み込むために必要な専門知識、

ソリューション、および機能を提供することによって、お客様がビッ

グデータとアナリティクスの可能性をフルに活用できる環境を実現

します。さらに、お客様がさまざまな形式のデータや洞察を活用する

ことによってより迅速で確実なアクションを実現し、プロアクティブ

なセキュリティー、ガバナンス、およびコンプライアンスの実現を通

じて信頼と信用に基づく企業文化を構築できるよう支援します。 

IBM ビッグデータ & アナリティクスのオファリングに関する詳細

情報については、ibm.biz/bigdataandanalytics を参照してください。 
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破壊的イノベーションがデメリットとは
ならないとき 
 

7 回目を迎えた今回の年次のアナリティクス調査では 1,226 名の方々

から回答をいただき、ビッグデータとアナリティクスのテクノロジーの

活用が昨年に比べて大きく伸びていることがわかります。この比率の伸

びは 3 つの重要な破壊的イノベーションによるもので、これらのイノ

ベーションはアクションを起こさない組織にとって脅威となるとともに、

アクションを起こす組織には未知のビジネス・チャンスをもたらします。

この 3 つとは、デジタル化されたエコシステムの台頭、根本的なテクノ

ロジーの変化、将来を推測するのではなく理解するための能力の向上を

指します。組織はこれまで以上に、ビジネス・モデルとアナリティクス

戦略を変革し、将来を見渡すことを目的として情報インフラを改善すべ

く迅速にアクションを行うことのメリットを実感しています。 

 

  

 

概要 
 

グローバルの市場において、大きな破壊的イノベーションが発生しています。これまで長期間にわたって実施されてき

たビジネス上のプラクティスとやり取り （特にビジネス部門と IT 部門の間のやり取り) が根本的な変貌を遂げていま

す。最も顕著な 3 つの破壊的イノベーションとしては、以下が挙げられます。 

 

1. デジタル化の加速: ビジネスを成功に導くにはデジタル化したエコシステムが不可欠であり、そのためには情報へ

のアクセスのさらなる拡張が必要となる。 

2. 根本的なテクノロジーの変化: ビッグデータとアナリティクスのテクノロジーの台頭によって、データが情報を生

成するプロセスが大幅に改善している。 

3. 推測ではなくナレッジが重要: 適切なスキルを導入する組織はアナリティクスを活用し、単なる推測から確固たる

ナレッジへの変革を実現できる。 

 

この点に関連して、IBM Institute for Business Value が年次で実施する 7 度目のアナリティクスに関するグローバル調査に

おいて、過半数の組織がこのような市場の破壊的な変化をビジネス・チャンスとして捉え、ビッグデータとアナリティク

スのテクノロジーの導入を強化していることがわかります。調査対象の 1,226 人の回答者のうち 95% は、ビッグデータ

とアナリティクスが競合他社と肩を並べ、競合他社を凌駕するために必要となっていると回答しています (図 1 を参照)。 

 

図 1 

データとアナリティクスがグローバルおよびローカルのビジネスに影響を及ぼしていると 95% の組織が回答 

 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 
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2015 年には、調査対象の組織の 71% が  

3 つ以上の部門で先進アナリティクスを 

活用している。 

(2014 年の比率は 10%)。 

 

 

回答者の 95% が、ビッグデータと 

アナリティクスが競合他社と肩を並べ、 

競合他社を凌駕するために必要となっている、 

と回答している。 

 

 

回答者の 3 分の 2 が、ビッグデータ・ 

プロジェクトが期待を満たすか、 

期待を上回る結果を実現したと回答している。 

 

 

過半数の組織が、実装後 7 カ月以上  

18 カ月以内にアナリティクスに対する 

投資を回収できたと回答している。 

  

 

調査の回答者の 4 分の 3 は、リアルタイムのビジネス・ニーズに対応できるデータとアナリティクスのインフラを構

築中であると回答しています。3 分の 2 以上が、現在のビジネス状況と顧客の行動を理解するために全社的に先進アナ

リティクスの活用を拡張しています。 

 

現代のビジネスで成功を収めるには、データを明確に理解し、新たな需要の兆候を見極めるために、外部データのイン

プットが必要です (ただし、外部データは 3 分の 1 の組織しか収集していません)。あらゆる意思決定にコンテキスト

を与える重要な情報としての位置付けを急速に獲得しつつあるこのような兆候は、戦略立案から業務の最適化に至る意

思決定を支えることができます。このような兆候を活用し、市場でビジネスを成功に導くには、最適化されたビジネス・

プロセスにスピードと俊敏性を組み込む必要があります。 

 

しかし、グローバルのデジタル革命が発生した今、さまざまな課題がビジネスの成功を脅かしています。業務の遂行方

法からインフラの管理やデータの分析の方法に至るまで、組織はこれまでにない専門知識を必要としています。幸いな

ことに、エコシステムに基づく新規のビジネス・モデルの出現によって負担が一部緩和しているものの、同時に常に最

新の専門知識を獲得しなければならなくなっています。デジタル化した市場の需要に対応できない組織は、予測できな

いビジネス環境の中ですぐに孤立化し、迷走することになります。 

 

以下の 3 つの章では、組織がどのようにこのような破壊的イノベーションに対応し、イノベーションに追いつくために

実施すべきアクションを提供しているのかを検証します。過去においては、不確実な状況が続き数年間にわたるテクノ

ロジー・プロジェクトを実施している最中には、ある程度の停滞があっても許容されていましたが、現代ではそのよう

な余裕はありません。今こそ、データをアクションに変えなくてはならないのです。 
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破壊的イノベーション 1: デジタル化の加速 
 

 

デジタルによる変革はビジネスと社会のあらゆるレベルに影響を及ぼし、消費者、顧客、構成メンバー、および組織の

行動様式が迅速な変化を遂げています。このため、情報アクセスを恒常的に拡張する必要があります。デジタル化は、

個人と組織がやり取りを行う方法、タイミング、およびロケーションの特性に影響を及ぼします。 

 

 破壊的イノベーションを実施する競合他社は、根本的に異なるコスト・ベースとカスタマー・エクスペリエンスを持っ

て市場に参入しつつあります。 

 個人は今まで以上にネットワークに接続し、より大きな影響力を発揮するため、情報のアクセス、遍在性、および透

明性に対する期待が高まっています。 

 強力なアナリティクスは消費者に関するディープ・インテリジェンスと有益な洞察を生み出します。 

 

この結果、エコシステムによるビジネス・モデルが生まれます。エコシステムとは、公共組織と民間組織、消費者、顧

客、または構成メンバーがあらゆる組み合わせで独自にコラボレーションすることを指します。エコシステムはこれら

の要素を組み合わせて情報、専門知識、および資産を統合することによって価値を創出し、構成メンバーに価値を提供

するため、個々の構成部分の集合を上回る全体的な価値が生まれ、経済的価値がさらに高まります 1。 

 

このようなエコシステムを生み出すのは、エコシステムの運用のために不可欠なデータとアナリティクスです。さらに

は、洞察もこのエコシステムを生み出す要素となりつつあります。このような情報と資産の交換によって、業務を最適

化し、スキル・セットを拡張し、コア・コンピテンシーに注力する能力が生まれます。しかし、このような交換を実現

するには、組織は必要なデジタル能力をタイムリーに身につけ、グループ内のメンバーとシームレスに連携する必要が

あります。その結果、エコシステム内で付加価値を創出するメンバーとしての位置付けを維持することができるのです。 

 

組織は、デジタル化したエコシステムから価値を創出するための 2 つのアクションに注力しています。すなわち、社内

でアナリティクスのスコープを拡張し、エコシステムによってデータのコンテキストを拡大することです。 
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図 2 

組織がアナリティクスを使用する目的 

 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 

 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 

 

 

 

社内におけるアナリティクスのスコープの拡張 

過去 12 カ月においては、実装されるアナリティクスの手法がさらに高度化するなか、全社的に先進アナリティクスを

活用し、新たなビジネス領域に進出する組織の数が大幅に増大しています。 

 

2014 年には、3 つ以上の部門で先進アナリティクスを活用する組織の比率はたった 10% でした 2。現在では、71% 以

上の組織が先進アナリティクス (予測アナリティクス、プリスクリプティブ・アナリティクス、またはコグニティブ・

アナリティクスを含む) を活用しており、さらに 33% が 6 つ以上の業務領域や部門で先進アナリティクスを活用して

います。 

 

過半数の組織が主に注力しているのは、顧客指向のアナリティクス・ソリューションです (図 2 参照)。しかし、財務管

理とリスク管理が 285% という劇的な伸びを示しています。これは 2012 年にアナリティクスの伸びが見られて以来確

認できるトレンドと一致しています。ほとんどの組織は顧客指向の目的や売上創出の目的のためにまずアナリティクス

を活用し、その後積極的に社内に目を向けて、このような先進アナリティクスを活用して業務の最適化を行っています。 
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さらに、財務管理とリスク管理が 285% も伸びているのは、共有されるオペレーショナル・データが社内で統合されて

いる (これについては、75% の回答者が実装済みまたは現在実装計画中と回答しています) ことが原因かもしれません。

特に、最高財務責任者は包括的に社内データを分析できる能力によってデータの理解を飛躍的に向上させることができ

ると考えています。このようなさまざまなデータ・ソースによって生まれるコンテキストを活用すると、従来のシステ

ムでは対応できないイベントや異常 (人間やマシンの挙動の発生原因となることが多い) を検出できます。 

 

エコシステムによってデータのコンテキストを拡張する 

クラウド・ベースのデータ管理サービスを活用すると、組織はさまざまなデータ機能を管理しオフサイトで処理するた

めのデータ・ストレージと専門知識を有償で獲得でき、エコシステム全体でデータを取り込み、交換するパスを構築で

きます。回答者の 65% が、データとアナリティクスの管理のためにこのような機能を活用しています。  

 

インターネットによって実現する組織と物理資産の間のデジタル接続を意味する Internet of Things (IoT) によって、組織

による社内データと社外データの新たな活用方法が生まれます。IoT アクティビティーが顧客に関係しない業務にしか

影響を及ぼさないという考えが流布していますが、これは間違いです。IoT に投資するほとんどのビジネス・ユーザー

は、カスタマー・エクスペリエンスの改善 (32%)、製品の品質の向上 (31%)、およびコスト削減 (27%) を目指していま

す。 
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このために、組織は自社のエコシステム内のシステム、「スマートな」アプリケーション、およびその他のデジタルに対

応した資産をトラッキングすることによって、マシンからデータを収集しています。このような投資は、デジタル接続

とデジタル兆候によって物理的なサプライ・チェーンを変革しようとする現在進行中の市場のトレンドと合致していま

す。自己の組織で IoT テクノロジーへの投資の予定がないと回答したのは、回答者の 7% に過ぎません。回答者に 22 

種類の業種が含まれることを考えると、IoT のユース・ケースが幅広いだけでなく、ほとんどの業種に適用できること

がわかります (図 3 を参照)。 

 
図 3 

収集される外部データは幅広いソースから提供される 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者)  

顧客が生成したデータ (アクティビティーのトラッキング、健全性に関するモニター、「スマートな」アプライアンスなど) 

顧客が生成したテキスト (Web サイトのコメント、E メール、コールセンターの通話記録など) 

サード・パーティーのデータ 

リアルタイムのイベントとデータ 
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Call to action: デジタル化の加速を活用する 

アナリティクス戦略の精緻化によって、新規のメンバーに働きかける。組織のアナリティクス戦略はいまだにビジネス・

リーダーの意向に基づいており、この戦略を更新 (または再規定)することによって、より幅広い種類の社内外のメンバー

を企業組織に取り込む必要があります。適切な要件とソリューションを特定する際には、組織内の新規ユーザーのニー

ズと専門知識に加えてエコシステムのパートナーについて考慮する必要があります。さらにこの戦略は、激しいデジタ

ル化によって生成されるデータの管理・保存・処理を行うことができるインフラに対応する必要があります。しかし、

組織は単なるデータ管理戦略から脱却することで、より広範なアナリティクス戦略に取り組み、先進アナリティクス、

アルゴリズムの開発、アップデートの管理、およびアナリティクス・ソリューションのより幅広いツールセットに対応

しなければならないことを認識する必要があります。 

 

包括的な外部データを事実に基づく意思決定プロセスに組み込む。データは、幅広い種類の外部ソース (政府機関、報

道機関、気象局、ソーシャル・プラットフォームなど) から提供されます。このようなデータを組み合わせて、分析す

ると、個別の顧客がどのような特性を持ち、どの顧客のニーズが最も高く、世界がどのように機能しているのかをより

正確かつ詳細に理解できるようになります。このような追加のデータ・ソースは、アナリティクス・ソリューションを

「まずまず」のソリューションから「卓越した」ソリューションへと変えることができます。需要予測アルゴリズムや

顧客流出アナリティクスのような例を見ると、このトレンドが確かに存在していることがわかります。 
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図 4 

実装済みまたは計画中のビッグデータとアナリティクスのテクノロジー 

 

 

 

 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 

 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 

 

破壊的イノベーション 2: 根本的なテクノロジーの変化 
 

デジタル・エコシステムには、幅広いデータとアナリティクスの要件が含まれています。要件の例としては以下が挙げ

られます。 

 

 データは、構造化データと非構造化データ (テキスト、信号コード、音声、ビデオ、地理データ、参照データ) で構

成されます。 

 データには、個人情報、機密情報、個人を特定可能な情報が含まれる場合があります。データは、データ・ディスカ

バリー、アナリティクス、およびアドホックな調査やレポーティングに対応するデータ・リポジトリーとなっている

場合があります。 

 データ分析は意思決定にとって「適切なタイミング」で実施する必要があり、以前にもまして「リアルタイム」の重

要性が高まっています。 

 データ交換を行う必要があり、データの保存と転送がクラウド・ベースのサービスと API を活用するアプリケーショ

ン経由で通常実行されるようになっています。 

 

このようなデジタル要件に対応するために、過半数の組織はほんの 5 年前には存在していなかったテクノロジーを既に

実装済みであるか、現在実装を計画しています (図 4 を参照)。 

 

このようなこれまでにないデータ・インフラを管理するには、画期的な方法でデータの取り込み・管理・分析・分散・

保存に取り組む必要があります。過去のテクノロジー (この場合、2010 年以前のテクノロジーを指します) だけを活用

していては、デジタル・エコシステムの需要には対応できません。組織はデジタルに対応した組織となるために 2 種類

の主なアクションを実行しています。すなわち、ビッグデータとアナリティクスのテクノロジーの導入を進めることと、

動的なデータとアナリティクス業務の構築を行うことです。 
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ビッグデータとアナリティクスのテクノロジーの導入を進める 

過去 12 カ月間において、ビッグデータの広範な活用を行っている組織 (「実行」段階にある組織) が 2 倍以上に伸び

ています (図 5 を参照)。パイロット導入や当初のロールアウトを行っている組織 (「実装」段階にある組織) を加える

と、3 分の 1 以上の組織が今ではビッグデータ・プロジェクトを実施しています。対極にある組織 (「教育」段階にあ

る組織) に目を向けると、組織内でビッグデータの活用についてまだ検討を始めていない組織は 10% に過ぎず、この比

率は 2012 年から 2014 年を通じて見られた平均比率の 25% から 250% 下がっています。 

 

図 5 

社内で広範にビッグデータ・テクノロジーを活用する組織の比率は、過去 12 カ月間において 2 倍以上に伸びている 

 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 

  

 

実行:  
全社的に幅広くビッグデータと 
アナリティクスを活用する 

実装:  
インフラを実装し、パイロット・ 
アクティビティーを実行する 

検討:  
社内のユース・ケースを検討し、 
戦略を構築する 

教育:  
ビッグデータ機能について学ぶ 

ア
ナ
リ
テ
ィ
ク
ス
の
成
熟
段
階

 

2012 年と 2014 年の比率 2015 年の比率 

210% 

増加 

ほぼ 

変化なし 

125% 

増加 

250% 

減少 
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一旦実装が完了すると、ビッグデータ・テクノロジーは迅速に投資回収可能となります。3 分の 2 の回答者は、ビッグ

データ・プロジェクトが期待を満たすか期待を上回る成果を実現し、プロジェクトのうちの 25% は現在評価中である

と回答しています。実装したプロジェクトのうち期待した成果を実現しなかったものは 6% しか存在せず、この比率は 

2014 年と同じです。 

 

このような新規のテクノロジーから価値を創出し、エコシステム内でこの状態を維持するには、組織にはビッグデータ・

インフラを管理し、提供されるデータを分析する新たなスキルが必要となります。このようなスキルは、データ管理プ

ロセス全体を通じてデータ・セットの構造化と構築を行うアーキテクトとエンジニアから、データから洞察を抽出する

ビジネス・アナリストとデータ・サイエンティストまで、データのライフサイクル全体で必要となります (図 6 を参照)。 

 

図 6 

ビッグデータとアナリティクスのスキルのギャップとこのようなニーズに対応するための役割の例 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 

の企業には、卓越した領域に関する知識とアナリティ

クスのスキルの両方を持つスタッフが存在しない 

の企業は、先進的な統計データのモデリングに 

関するスキルを保有していない 

の企業は、ビッグデータに関する情報管理の堅牢な

スキルを保有していない 

の企業は、先進的なデータ・アーキテクチャーに 

関するスキルを保有していない 

データ・サイエンティスト: 複数のばらばらなソースのデータの

探索を検証を行うことで、洞察を抽出する 

ビジネスインテリジェンス アナリスト: モデリング、統計分析、

データ・マイニング、アナリティクスを実行することで、データの

基本的な特徴を理解する 

データ・アナリスト: データの収集とレポーティングを行うことで、

アナリティクスを利用可能にする 

データ・アーキテクトまたはデータ・エンジニア: データ・シス

テム、アーキテクチャー、およびプラットフォームを構築するこ

とで、さまざまなソースのデータを統合する 
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動的なデータとアナリティクスの構築を行う 

デジタル化したエコシステムには、データの流入に追いつくために必要な俊敏性とスピードを実現する情報管理構造が

必要です。ほとんどの回答者は (インフラ・コストを削減し、デリバリーのスピードアップのために) オープン・ソース

のフレームワークとクラウド・ベースのデリバリー・メカニズムを活用して、スケーラブルで拡張可能なプラットフォー

ムを構築しています。これは通常データ・レイクまたはリザーバと呼ばれています。 

 

データ・リザーバで最も注目を集めている要素は、大量のデータ・セットの処理を行うアプリケーションの開発のため

のオープン・ソースのフレームワークである Hadoop を活用することです。これによって、以前では不可能な洞察にア

クセスできます。Hadoop はデータの移動を削減し、特定の問題に対応する従来のデータウェアハウスよりもコスト効率

が高く、急激に進化するエコシステムで発生する継続的な変化に対応します。 

 

しかし、ビッグデータ・テクノロジーで提供されるのは Hadoop だけではありません。Hadoop は大量のさまざまな種

類のデータを分析することで迅速に価値を創出するために最適であるものの、一部のデータはその特徴によって別の処

理や分析により適している場合があります。 

 

ビッグデータ・インフラのアーキテクチャーは、ストレージに保存されたデータとネットワーク上を移動中のデータの

両方に対応したうえで、あらゆる種類のデータ資産の活用を最適化しなければなりません。例えば、ほとんどの組織は

ディスク上に大量のデータを保有しているものの、このデータはクラウドで保存したほうがコスト効率が高くなるかも

しれません。その一方で、従来のデータウェアハウスで見られるように、構造化データや半構造化データはほとんどの

場合インプレースやストレージ上で処理されます。 

 

データ・リザーバの別の主要な特徴としてインメモリー・アナリティクスをサポートする機能があり、これはデータを

アナリティクス用のウェアハウスに移動することなく、データが存在する場所でアナリティクスを実行することを指し

ます。アナリティクス・インフラに影響を及ぼす最新テクノロジーである Spark はオープン・ソースのテクノロジーを

使用してこのようなインメモリー・アナリティクス機能を簡略化し、Hadoop と連携します。 
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このようなテクノロジーはデータベースによるアナリティクスの時代からの根本的な転換を意味し、その中にはデータ

の管理、処理、および分析に関する従来の基準を根本的に覆すテクノロジーもあります。しかし、ビジネス部門と IT 部

門のユーザーは、実装前と実装後においてビッグデータ・インフラのコンポーネントに対して非常に好意的な見方をし

ています (図 7 を参照)。 

 

図 7 

このようなテクノロジーが自己の組織にプラスの破壊的効果を及ぼすまたは既に及ぼしたと回答した回答者の比率 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者)  
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Call to action: 迅速なテクノロジーの変化の活用 

情報インフラの刷新は複雑で、ビジネス部門と IT 部門の協力による戦略が必要となり、データと先進アナリティクス

の両方の領域に関係します。 

 

スケールアップ可能な動的なデータとアナリティクスのインフラを設計する。これを最初から適切に実施することは難

しいかもしれません。最新のテクノロジーに関するナレッジを求め、将来を見据えて、現在のデータに関する課題に対

応できるだけでなく、進化を続ける一連のソフトウェア・ソリューションと新たなデータ形式にも対応できる柔軟性を

持つシステムを設計する必要があります。 

 

スキルのコソーシングやインソーシングによる柔軟なオプションを追求し、エコシステムのパートナーのサポートを得

る。「自社構築型」の傾向が強い場合でも、ほとんどの組織はエコシステムのパートナーから客観的なアドバイスを得る

ことで大きなメリットが生まれます。アーキテクチャーを設計する際には限りない数の疑問が発生するものの、ほとん

どの組織は自社だけではさまざまな可能性を理解するための経験と専門知識を持ち合わせていません。必要に応じて

パートナーの支援を得ることで、専門知識とベストプラクティス戦略の提供を受け、より長期的な人材戦略に基づいて

コア・コンピテンシーに注力することができます。 

 

ビッグデータとアナリティクスがビジネス部門の「課題」の解決ができるようになった時点で、より幅広いビジネス・

ユーザーの需要に対応する。インフラが新規のデータとビジネスに関するユース・ケースを継続的に提供すると、大幅

に組織が活性化し、需要が喚起され、価値を創出する新たなアイデアが生まれます。組織はビジネス・ニーズに基づく

ガバナンス・メカニズムを構築することによって、予算を割り当て、プロジェクトとアナリティクスのリソースの優先

順位を設定し、社内とエコシステムに適用される共通の基準を設定する必要があります 3。 
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破壊的イノベーション 3: 推測ではなくナレッジが重要 
 

 

デジタル・エコシステムによる相互接続の特徴を活用することで、5 年前には考えられなかったコンテキストに合致す

る大量のデータにアクセスできるようになりました。コンテキストに基づくデータ (政府によるデータ、Twitter、リアル

タイムの世界の天気のデータなど) と現代の先進的なアナリティクスを活用すると、組織は推測を脱却し、ナレッジを

獲得することができます。より確実な方法で結果を予測し、適切かつジャストインタイムのアクションを実施すること

ができます。 

 

推測からナレッジの獲得への変革を実現することで、顧客、クライアント、ビジネス・パートナー、潜在的な投資対象、

および競合他社をより正確に観察することができます。これに適切なスキルとツールを組み合わせると、組織はほとん

どすべてのサービスと運用機能を改善できます。例えば、航空会社は乗客のマイクロ・セグメントの習慣を把握し、航

空機に設置したセンサーによって運行を最適化することができます。このいずれも、損益に関わる基本的なビジネス指

標に大きな影響を及ぼします。 

 

しかし、大量のデータとアナリティクスが公開され、商業的に入手できるようになったことで、参入の障壁も下がって

います。これまでにない未知の競合他社が、既に長期にわたって存在してきたビジネス・モデルを揺るがし始めていま

す。このデジタル革命から生まれた 2 社である Uber と Lyft がグローバルのタクシー・サービスに与えた影響は、こ

のような可能性を実証するものです。 

 

組織は推測からナレッジの獲得へと移行し、競合他社 (既知の企業と未知の企業を含む) に先駆けて新規に開拓した機能

を活用するという 2 つの重要なアクションを実施しています。このような組織は行動と意思決定をより詳細に分析し、

パイロット・プログラムと本番稼働の間のギャップを解消しようとしています。 
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行動と意思決定をより詳細に分析する 

先進アナリティクスの活用は洞察を確固たるアクションへと変える能力を提供します。意思決定を行うためにより先進

的なアナリティクス手法を活用している組織の比率が増大しています。しかし、多くの組織はまだ陳腐化した記述型ア

ナリティクスや診断型アナリティクスの手法に頼っています (図 8 を参照)。 

 

図 8 

ほぼ 4 分の 3 の組織が尐なくとも 1 部門で予測アナリティクスとプリスクリプティブ・アナリティクスを使用し、ほぼ 40% が社内で何らか

のコグニティブ・コンピューティングを使用している 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査 (調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、 

調査対象は事前に特定した 1,226 人の回答者) 
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使用している 使用していない 使用していない 使用していない 使用している 使用している 
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図 9 

ビッグデータとアナリティクスの投資コストの回収期間 

 

出典: IBM Institute for Business Value による 2015 年度のアナリティクス調査  

(調査は Economist Intelligence Unit が 2015 年の夏に実施し、調査対象は事前に特定し

た 1,226 人の回答者) 

 

 

予測アナリティクスはデータのトレンド、パターン、およびリレーションシップを分析することで、可能性の高いシナ

リオに関する洞察を提供します。プリスクリプティブ・アナリティクスは実施するアクションに関連するトレードオフ

や結果を考慮に入れたうえで、組織のビジネス目標とビジネス状況に基づいて実施すべき最善のアクションを検出し、

そのプロセスを自動化します 4。コグニティブ・アナリティクスは学習するシステム上で稼働します。このようなシステ

ムは人間と同じように状況を感知します。つまり、状況に基づいて論理的に思考し、このようなエクスペリエンスを保

持し、学習し、対応し、継続的な改善を行うのです。 

 

組織が顧客、競合他社、市場に関するより深いナレッジを得る機能に基づいて価値を創出するには、適切なビジネス・

サイクル内でこのような兆候に対応し、反応する能力を備える必要があります。現在 3 分の 2 の組織が顧客のトラン

ザクション・データをリアルタイムで分析し、ほぼ半数がモバイル・データとログ・データをリアルタイムで分析して

います。 

 

パイロット・プログラムと本番稼働のギャップを解消する 

データを取り込む能力を獲得しても、ビジネス上の課題の解決のために活用できなければ、価値の創出はできません。

40% の組織は既にセルフサービス型のアナリティクスを実装済みであり、ビジネス・ユーザーが増大するデータを処理

し、画期的な洞察を提供できるよう、34% の組織が今後 18 カ月以内にそのようなシステムを実装しようとしています。

しかし、最近 Gartner は「2017 年までは、ビッグデータ・プロジェクトの 60% はパイロット・プログラムと実験以上

には進展せず、頓挫してしまうだろう」5と予測しました。 

 

32% の回答者は、パイロット・プログラムを本番稼働に移行する際の最も重要な障害として、アナリティクス・プロジェ

クトの認知コストが予想メリットを上回っているという考えを示しました。しかし、実装を行った回答者の 4 分の 3 が、

7 カ月以上 18 カ月以内にアナリティクスに対する投資を回収したと回答しています (図 9 を参照)。 

  

 

 

 

 

 

 

投資の 

回収期間 

6 カ月以内 

7 カ月以上 12 カ月以下 

13 カ月以上 18 カ月以下 

19 カ月以上 24 カ月以下 

24 カ月以上 

プラスの効果なし 
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このギャップを埋めるために組織ができることとして、どのデータとアナリティクス・プロセスを社内で処理し、どれ

をエコシステムのパートナーに任せるかを決定することが挙げられます。 

 

社内のチームが社内のオペレーショナル・データの収集と管理を行う傾向が強い (49%) ものの、コソーシングによる

チームや社外のチームが外部データの収集と管理を行うことに対する興味が増大している (静的データの場合は 71%、

ストリーミング・データの場合は 63%) ことも判明しました。また、組織は社内でデータの分析と洞察の検出を行いた

い (それぞれの比率は 48% と 40%) ものの、半数を多尐超える組織はこのようなアクティビティーのためにハイブ

リッド型のコソーシングによるチームも活用しています。 

 

Call to action: 推測ではなくナレッジを活用する 

既に発生したことではなく、これから発生することに関する意思決定に役立つアナリティクスにシフトする。洞察の改

善によるメリットは、アクションを実施できることです。予測アナリティクス、プリスクリプティブ・アナリティクス、

およびコグニティブ・アナリティクスの手法が提供するアクション指向のアナリティクスを最大限に活用する必要があ

ります。ビジネス部門はバックミラー (記述型アナリティクスおよび診断型アナリティクス) の使用から脱却し、予測ア

ナリティクス、プリスクリプティブ・アナリティクス、およびコグニティブ・アナリティクスが実現する将来を見通す

機能に移行しなければなりません。 

 

俊敏なアプローチを活用することで、パイロット・プログラムと本番環境の間のギャップを克服する。先進的な組織は、

柔軟に自社のビッグデータ環境とアナリティクス環境の構築を行っています。俊敏なプロジェクト設計のアプローチは

反復型開発のプロセスによって再作業を抑えたうえで、根本的にデータ・ソースの検出をスピードアップするため、初

期コストを削減し、より迅速に付加価値を生み出す洞察を獲得できます。 

 

破壊的イノベーションのメリットを実現する 

準備はできていますか。 

 どのようにアナリティクス戦略の刷新を行うことで、社内外から

より幅広いインプットを獲得しようとしていますか? 

 これまで活用できていないデータ・ソース分析し、このような

ソースをビジネス・プロセスと意思決定に組み込むにあたって、

どのようなユース・ケースを特定していますか? 

 自社のデータ・インフラのスケーラビリティーと柔軟性を高める

にはどうすべきですか? 

 データとアナリティクスに関する既存のスキルのギャップをど

のように埋め、どのような対応を取る予定ですか? 

 俊敏なプロジェクトの原則を組み込むことによって、次に実施す

るアナリティクス・プロジェクトのパイロット段階と本番稼働段

階の間のリードタイムを短縮するにはどうすべきですか? 
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この調査について 

この調査の主な情報源は、2015 年の夏に Economics Intelligence Unit が

実施した 20 項目の質問を含む調査です。この調査 

によって、1,226 名の回答者のおよそ 5 分の 4 から回答を得ました。

IBM は同じ調査を使用して、追加の 5 分の 1 の回答者から回答を得ま

した。 

 

すべての回答者は、自己の組織におけるデータ・アナリティクスの活用

とナレッジに加え企業規模に基づいて事前に特定されました。すべての

回答者 (48% がビジネス部門に属し、52% が IT 部門またはアナリティ

クス部門に属しています) は 1,000 名以上の従業員を擁する組織に属し、

サンプルには 90 カ国が含まれています。著者はこのデータを解釈し、

お客様に対して数度の直接インタビューを実施し、これまで数百社の 

IBM のお客様のプロジェクトに関わった経験に基づいて提言を作成し

ました。 

 

著者について 

Glenn Finch は、IBM グローバル・ビジネス・サービスのビジネス・

アナリティクスと戦略プラクティス部門でビッグデータ & アナリティ

クスのグローバル・リーダーを務めています。Glenn は IBM が関わる

最も困難で革新的なプロジェクトに取り組むことによって、ビジネス・

アナリティクスと最適化の業務に携わっています。彼は 25 年以上の業

務経験を通じて、グローバルのお客様が自社のアナリティクス環境から

得られる価値を高め、大規模な変革を実現することによってこのような

環境を運用する継続的なコストを削減する方法についてアドバイスして

います。Glenn にコンタクトするには、glenn.f.finch@us.ibm.com まで E 

メールをお寄せください。 

 

Steven Davidson は、中国地域においてビジネス・アナリティクスと戦

略コンサルティングの業務を統括しています。このため、お客様との間

で IBM の最も重要な変革プロジェクトをいくつか担当しています。

Steven は 25 年以上にわたってさまざまな業種のトップレベルのチー

ムと力を合わせて、マネジメントとコンサルティングの業務を行ってい

ます。関わった業種には、金融サービス、小売と消費財、メディアと出版、オンライン・ビジネス・サービス、電子機

器、交通、公共サービス、不動産、政府機関の改革、医療、および環境保護が含まれます。Steven にコンタクトするに

は、steven.davidson@hk1.ibm.com まで E メールをお寄せください。 

 

Pierre Haren 博士は、IBM グローバル・ビジネス・サービスの先進アナリティクスのグローバル・リーダーです。Pierre 

はお客様に先進アナリティクスに関する専門知識を提供し、戦略的なビジネス成長を支援することで、世界中のお客様

をサポートしています  IBM に入社する前は、Pierre は IBM が 2008 年 12 月に買収した ILOG の創立者、会長、お

よび最高経営責任者を務めていました。Pierre はフランスの「技術アカデミー」の創立メンバーであり、フランスで最

も名誉あるレジオン・ドヌール勲章を授与されています。Pierre にコンタクトするには、pharen@us.ibm.com まで E 

メールをお寄せください。 

 

Jerry Kurtz は、IBM グローバル・ビジネス・サービスでビッグデータ & アナリティクスの北米リーダーを務めています。

この役職を通じて、公共部門と民間部門を含むすべての業種を担当しています。また、先進アナリティクス機能や情報の

管理からアナリティクス組織やガバナンスに至るまで、Jerry はビッグデータ & アナリティクス戦略に関してお客様にア

ドバイスを提供しています。彼には、世界中でコンサルティング・サービスとマネージド・サービスに携わった 23年間の

業務経験があります。Jerry にコンタクトするには、jerry.kurtz@us.ibm.com まで E メールをお寄せください。 

 

Rebecca Shockley は、IBM Institute for Business Value のビッグデータ & アナリティクスのグローバル・リサーチ・リー

ダーであり、 企業幹部向けのソート・リーダーシップを構築するために、ビジネス・アナリティクスに関して事実に基

づく調査を実施しています。過去 5 年間においては、アナリティクスのトレンドに関する 6 件の主要な調査レポート

に加え、数十件の専門分野に特化した研究結果を発表しています。Rebecca にコンタクトするには、rshock@us.ibm.com 
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